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第1章 序論 
 
1.1 研究背景・目的 
 
1995年の兵庫県南部地震以降，我が国では気象庁や自治体の震度観測網や国立研究開発法人防
災科学技術研究所が運営する K-NET や Hi-netなど日本全国に地震観測網が整備されてきた．その
結果，現在では地震発生後数分程度で全国の市区町村単位の震度情報を知ることができる．しか
し，このような震度情報は観測地点固有の情報であり，狭い範囲であっても地盤特性が異なれば，
地震動は変化し，その結果，局所的な地震被害が生じることが既往の研究により知られている（例
えば，小田・戸田，2011）1) ．したがって，市区町村といった比較的狭い範囲を対象とした地震被
害想定及び推定を行うにあたって，細密に且つ正確に地盤特性を把握する必要がある．このこと
は，今後発生する可能性のある地震に対して，揺れの程度を予測し適切な対策を講じること，ま
た，地震が発生した際の初動対応，応急対応を考える上で非常に重要である． 
本研究の対象地域である逗子地域は，比較的狭い地域に谷地形が形成された複雑な地形をして
おり，また基盤と堆積層のコントラストが明確な地域である．加えて，軟弱地盤や地盤構造が不
整形な地盤が多く存在しており，狭い地域ではあるが市内の地盤は非常に複雑に構成されている
ため，地点によって地震被害が大きく変化することが予想される．そこで本研究では，逗子地域
全体の地盤特性を明らかにし，その結果を踏まえた，詳細で細密な想定地震における地震被害想
定及び地震発生直後の即時被害推定システムの開発を目的とした． 
また，2011年の東北地方太平洋沖地震以降，より居住者の実態に近い防災計画を作成すること
が可能になる法律に改正された．そのため，住民が防災計画を立案できるような個別具体的な，
よりミクロな災害情報が必要であると考えられるが，住民が自ら防災計画を立案できるほど細密
な災害情報が提供されているとは言えない．そのため，住民視点のより細密でわかりやすい身近
な情報発信を行うため，従来 250 m メッシュで行われている推定を，詳細な地盤データや建物デ
ータに基づき，最大 50 m メッシュで評価し，推定結果を Web 上に公開することで今後逗子市の
地域防災計画の一環として役立てていく． 
 
1.2 本論文の構成と内容 
 
本論文は全 7章で構成されている．以下に本論文の構成とその概略を示す． 
第 1章では，序論として本研究の背景と目的，及び本論文の構成と内容について述べた． 
第 2 章では，既往の研究として，逗子地域の地盤構造，常設地震観測，臨時地震観測（伊藤，
2016）2) の概要について述べた．1.1でも述べたように，対象地域である逗子地域の地盤は非常に
複雑に構成されている．そのため当研究室では，逗子市の地域防災計画の一環として常設地震観
測，臨時地震観測が従来行われてきており，それらの概要について取りまとめた． 
 第 3章では，本研究で実施した極小微動アレイ探査（Cho et. al., 2013, 2016）3), 4) について，デ
ータ取得，データ解析及び解析結果を述べた．この探査は，常時発生している微弱な振動をデー
タとし，地面の中を伝わる表面波の分散性を利用して地盤特性を推定する手法であり，PS検層や
地震探査法よりも低コスト且つ都市域でも比較的簡単に適用できる．また，浅部地盤に特化した
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探査法であるため，通常の微動探査法よりもアレイ半径が格段に小さいことに加え観測時間も短
いことから，高密度な観測に適しており，きめ細かい地盤特性の推定が可能であることも特徴の
一つである．極小微動アレイ探査によって観測された常時微動の波形データに，CCA 法（Cho et 
al., 2004, 2006a）5), 6) を適用することで，レイリー波の位相速度を同定した．この方法を，紺野・
片岡（2000）7) ，藤本・翠川（2006）8) の提案と組み合わせることで，波長 40 mに対応するレイ
リー波の位相速度から地盤増幅特性を推定した． 
第 4 章では，臨時地震観測から評価した地盤増幅特性と極小微動アレイ探査による地盤増幅特
性との相関について検討を行い，極小微動アレイ探査の有効性について述べた．その結果，逗子
市においては，狭い範囲で地盤増幅特性が大きく変化すること，そして，臨時地震観測と極小微
動アレイ探査の観測点距離が 50 m以内であれば，両者の地盤増幅特性が比較的よく一致すること
を明らかにした．この結果を踏まえ，Kriging法により，臨時地震観測と極小微動アレイ探査の観
測データを基に内挿解析を行い，地盤増幅特性を 50 mメッシュで評価した． 
 第 5 章では，都心南部直下地震，三浦半島断層群の地震の 2 つの想定地震を対象として被害想
定を行うとともに，神奈川県の被害想定との比較を行った．工学的基盤上の計測震度は，神奈川
県が想定した 250 mメッシュの計測震度，工学的基盤から地表までの地盤増幅特性は，第 4章で
作成した 50 mメッシュを用いることで，より細密に震度，全壊棟数を評価した．また，地盤特性
の推定には不確実な要素が多いため，多角的に被害の想定を行うことを目的として，他機関のデ
ータを基に地盤増幅特性を評価し，同様に被害想定を行い比較した．その結果，本研究と神奈川
県の被害想定に高い相関関係が見られ，マクロに見れば両者の被害想定結果は概ね一致すること
がわかった．しかし，ミクロに見ると被害に違いが見られ，本研究の有意性が得られた． 
第 6 章では，地震発生直後の即時被害推定の手法，及び推定手法の有効性について述べた．地
震発生直後の緊急対応の判断材料を得ることを目的として，逗子市内に設置された常設地震計か
らの強震記録に基づいて，最大 50 mメッシュで震度，全壊棟数を推定，公開するシステムの構築
に取り組んだ．推定結果については，第 5 章で述べた被害想定と同様に地盤特性の評価法を変化
させ，それぞれの推定結果を一度に表示，閲覧できるシステムを組み込むことで，閲覧者が容易
に推定結果の比較をできるよう配慮した． 
 第 7章では，本研究で得られた成果をまとめ，今後の課題について述べた． 
 図 1.1に本研究のフローチャートを示す． 
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 地震被害推定の現状
臨時地震観測＋極小微動アレイ観測
想定地震の被害想定
□都心南部直下地震
□三浦半島断層群の地震
地盤増幅特性の評価（50mメッシュ）
即時被害推定システムの開発
地震危険度マップの作成
□震度分布
□建物被害分布（建物データベースから）
1章
2・3章
4章
5章 6章
5・6章
Web公開
6章
図 1.1 本研究のフローチャート 
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第2章 既往の研究 
 
2.1 逗子市の地盤構造 
 
 本節では，逗子市地域防災計画（一般財団法人都市防災研究所，1994）9) において定められた地
質及び地形の概要について述べる． 
図 2.1 に逗子市周辺地図を，図 2.2 には下文に出てくる河川や施設，町名を記した地図を示し
た．逗子市は神奈川県の南西部三浦半島の付け根付近に位置する．三浦半島の北部を構成する三
浦丘陵は，北方へは多摩丘陵へ続き，南方は三浦台地に限られている．逗子市はこの丘陵地をほ
ぼ東西に刻み込んでいる田越川の流域に位置し，隣接する市や町との境界は一部を除いて丘陵地
の稜線から成っている．葉山町との境界をなす南部の丘陵地の稜線は標高 100 m～150 mを示し，
その北麓には平坦面に近い緩斜面が付随している．市の南東端は森戸川流域の最上流部に位置し，
市内では最も標高が高い．南部の丘陵に比べて北部の丘陵は樹枝状の谷に侵食され，南部の丘陵
地を刻み込んでいる谷とは様相を異にしている． 
 図 2.3 は三浦半島地質図である．逗子市の地質は葉山層群と三浦層群から成るが，葉山層群は
一部（森戸川流域と桜山 9 丁目付近）にしか見られず，市内に分布するのは三浦層群の中の逗子
層と池子層である．逗子市の基盤をなす逗子層は主にシルト岩から成り，基底部には田越川砂礫
岩層と呼ばれる砂礫層を伴い，西北西－東南東の走法で北に傾斜している．池子層は逗子層を整
合に覆い，鷹取山火砕岩層とそれを覆う凝灰質シルト岩火砕互層とから成る．田越川の低地は走
法に沿って形成された谷が埋め立てられたものである．したがって，田越川低地の南部では，丘
陵地が緩傾斜で低地に接するのに対して，北側では急傾斜で接している．低地の北側では南側に
比べて崩壊地が多数分布するのは，南側が流れ盤であるのに対して，北側では受け盤となってい
るからである．田越川の低地はほぼ東西に延びている．逗子海岸に面する海岸部から内陸にかけ
て逗子市役所付近まで砂州が発達している．その上流部は氾濫源となっており，一部には自然堤
防が見られる．池子川は田越川の支谷である．海岸付近の低地内で，田越川から久木川が分岐し，
北に延びている．低地の地盤を構成しているのが沖積層である．沖積層は約 1 万 8 千～2 万年前
にあった最終氷期の極相期以降に堆積した地層で軟弱である．埋立地は小坪 5 丁目と浄水管理セ
ンター付近にしかない．いずれも旧波食台から成る浅い海岸に盛土したものである．丘陵地の一
部には宅地などが開発され，地形が人工化されている．丘陵地内の宅地化は，南部では田越川上
流部の緩斜面で早くから行われていた．初期の頃は緩斜面を平坦化しただけの造成であったが，
近年では大規模な盛土や切土を伴う造成が盛んに行われている．その結果，かつての谷筋が不明
瞭になっているばかりでなく，一部では分水嶺の位置が移動している． 
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逗子市 
神奈川県 
逗子市 
鎌倉市 
横浜市 
横須賀市 
葉山町 
図 2.1 逗子市の位置関係 
図 2.2 逗子市内の河川や施設，町名を記した地図 
桜山 9 丁目 
小坪 5 丁目 
田越川 
池子川 
久木川 
森戸川 
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図 2.3 三浦半島地質図（逗子市防災安全課，2014）10) 
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2.2 常設地震観測 
 
 当研究室では 1994年 6月より，逗子市の防災研究の一環として地震被害想定や推定に必要な基
礎的な地震データを取得するため，複雑な地震時挙動を受けることが予想される，地盤構造の異
なる表層 5地点において地震観測を行っている．さらに，1998年 8月より深さ 30 mの基盤層に 1
点新たに地震計を設置し，観測を開始した． 
 
2.2.1 観測点の概要 
 
地震計は，軟弱地盤である田越川流域に 3 地点（逗子小学校，沼間小学校，沼間公民館），小
坪川流域に 1 地点（小坪小学校），南側丘陵地の岩盤上に 1 地点（蘆花公園）の，地表に計 5 地
点と，逗子小学校の地下 30 mの基盤面に 1地点設置してある．蘆花公園の岩盤を構成する三浦層
群は他の地表の 4 地点の基盤層となっている．各観測点はデータ処理の都合上，それぞれ略号を
設けている．各観測点の略号を表 2.1に示す． 
逗子小学校（K1）は田越川流域の沖積低地に位置し，観測点の中で最も沖積層が厚く堆積して
いる．小坪小学校（K2）は他の 3地点が田越川流域の沖積層に位置しているのに対し，この地点
は田越川と別水系の小坪川流域に位置している．蘆花公園（K3）は逗子市南西部の山腹に位置し
ている．沼間小学校（K4）は田越川上流部に位置し，校庭の南側は山が切り立っている．沼間公
民館（K5）は田越川最上流部に位置し，観測点の中で沖積層が最も薄い地点である．建物は傾斜
面に建てられているため階段状となり，建設時に地盤の改変がなされたものと思われる． 
逗子市におけるそれぞれの観測点の位置と，ボーリング資料及び断面図などを参照にして作成
された基盤深度分布図を図 2.4 に示す．同図中の実線は地質断面の位置を示しており，数字はボ
ーリング調査が行われた地点を示している．また，同図中の地質断面 A－A’ は，田越川低地の河
口部から上流部にかけた地盤の深さ方向の断面図を示している（図 2.5）．地質断面 B－B’ は，
池子側沿いの断面図を示しており（図 2.6），この断面の No. 1が地質断面 A－A’ の No. 8と同じ
データである．地質断面 C－C’ は，田越川直行方向の断面図を示しており（図 2.7），この断面
の No. 9が地質断面A－A’ のNo. 2と同じデータである．この 3本の地質断面を参考にしながら，
その周辺部のボーリングデータから基盤の深さを読み取ることにより，沖積層の厚さを求め，そ
の等高線を描いた（図 2.4）．地盤を構成する沖積層は風化した基盤を含めて 7層に区分され，上
流にいくに従い厚さが薄くなっていくのが見てとれる． 
 
表 2.1 観測地点の略号 
略号 名称 
K1 逗子小学校 
K2 小坪小学校 
K3 蘆花公園 
K4 沼間小学校 
K5 沼間公民館 
K6 逗子小学校地下（K1）地中 
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図 2.4 常設地震観測点の位置と基盤震度分布 
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図 2.5 田越川流域（A－A’）の断面図 
標高[m] 
図 2.7 田越川直行方向（C－C’）の断面図 
K1 
K6 
標高[m] 
図 2.6 池子川沿い（B－B’）の断面図 
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2.2.2 観測形式 
 
 地震計は，2011年 3月より小型サーボ型加速度計 CV-374A（東京測振製）を使用している．水
平方向 2成分，上下方向 1成分の合計 3成分についてサンプリング周波数 100 Hz，トリガーレベ
ル 1 galで常時観測を行っている．表 2.2に地震計の仕様を示す． 
 
表 2.2 地震計の仕様 
アナログ，A/D 変換部 
入力最大電圧 ±4.0 V，±10.0 V 
サンプリング周波数 100，200 Hz 
AD 分解能 24 bit 
センサ部 
内蔵加速度計 小型サーボ型加速度計 
成分数 3 軸（3 成分） 
測定範囲 ±2000 Gal 
周波数特性 DC～100 Hz 
記録部 
トリガーレベル 0.5～100 Gal（0.1 Gal ステップ） 
プリトリガ時間 1～300 秒 
ポストトリガ時間 10～300 秒 
記録時間（トリガ記録） 約 160 時間（1 分～10 分 / File） 
連続記録 約 30 日（10 分 / File） 
記録上書き方式 時系列方式（古い記録順に消去） 
記録媒体 CF カード，最大 2 GB 
波形フォーマット WIN32 準拠 
 
2.3 臨時地震観測 2)  
 
2.3.1 観測概要 
 
2015 年 6 月から 2015 年 12 月までの約半年間，神奈川県逗子市内 61 地点に地震計を設置し，
臨時地震観測を行なった．観測地点を図 2.8 に，設置地点の詳細を表 2.3 に示した．また，設置
場所の地表が土かアスファルトの 2 種類の場合が存在し，土の場合には地震計を埋設，アスファ
ルトの場合には石膏で固定するという手法を用いた．既往の地震観測網は，観測点間が 20 km程
度であるのに対し，臨時地震観測点の間隔は最小で 100 m程度と極めて高密度な観測である． 
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図 2.8 観測地点 
 
2.3.2 観測機器 
 
設置期間が短く大地震や中程度の地震の発生は見込めないため，微小地震を観測する事のでき
る高感度地震計の 2 Hz 3成分速度型地震計（CDJ-S2C-2）を使用した（図 2.9）．データロガーは
計測技研製の HKS-9550 を使用した．また，ファイル形式 WIN，データ長 1 分，サンプリング周
波数 100 Hz，GPSによる時刻校正を 3時間毎という条件下で観測を行った． 
 
  
図 2.9 観測機器 
                                                         第 2章 既往の研究 
12 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
表 2.3 設置地点の詳細 
地点No. 地点名 緯度 経度 設置期間 土／アスファルト
1 逗子市消防本部逗子市消防団 第６分団詰所 35.30315 139.57703 2016/06/25~12/02 アスファルト
2 逗子ハイランド自治会館 35.30914 139.57129 2016/07/17~12/02 土
3 逗子市立久木小学校 35.30173 139.57642 2016/06/25~12/02 土
4 逗子市立久木中学校 35.30582 139.57866 2016/06/25~12/02 アスファルト
5 吉武様宅 35.29782 139.56990 2016/08/24~12/02 土
6 法性寺 35.30723 139.56731 2016/06/30~12/02 アスファルト
7 学校法人づしでら学園第二逗子幼稚園 35.30032 139.56937 2016/07/23~12/02 土
8 吉武歯科 35.29889 139.57175 2016/06/25~12/02 アスファルト
9 逗子市消防本部逗子市消防団 第５分団詰所 35.29871 139.58257 2016/06/25~12/03 アスファルト
10 山の根親交会館 35.30110 139.58594 2016/07/17~12/03 土
11 浄土真宗本願寺派龍渓寺奏庵 35.29981 139.57851 2016/07/10~12/03 アスファルト
12 逗子市消防本部逗子市消防署北分署 35.29942 139.58820 2016/06/25~12/03 アスファルト
13 逗子市消防本部逗子市消防団 第４分団詰所 35.30582 139.59330 2016/06/25~12/03 アスファルト
14 逗子市役所 保健センター 35.30178 139.58910 2016/06/29~12/03 土
15 市立体育館 35.30026 139.58966 2016/06/26~12/03 土
16 逗子市立池子小学校 35.30602 139.60046 2016/07/07~12/03 土
17 理科ハウス 35.30270 139.59192 2016/07/07~12/04 土
18 第一運動公園 35.30078 139.59259 2016/06/26~12/04 土
19 東逗子第二団地１４号棟 35.30377 139.59447 2016/06/26~12/04 土
20 逗子市消防本部逗子市消防団 第３分団詰所 35.29813 139.60429 2016/06/28~12/04 土
21 東逗子会館 35.30149 139.59814 2016/06/26~12/04 土
22 逗子アーデンヒル自治会館 35.29294 139.61014 2016/06/26~12/04 アスファルト
23 逗子市グリーンヒル自治会館 35.29224 139.61745 2016/06/26~12/04 アスファルト
24 興人東逗子自治会館 35.29662 139.61798 2016/06/26~12/04 土
25 ずしっ子そよ風学童クラブ 35.29871 139.60201 2016/06/29~12/09 土
26 法勝寺 35.30001 139.60912 2016/07/02~12/09 アスファルト
27 逗子市消防本部消防総務課 35.29567 139.58836 2016/06/29~12/09 土
28 逗子市消防本部逗子市消防団 第９分団詰所 35.29703 139.59486 2016/07/01~12/09 土
29 逗子桜山コンフォートガーデン自治会館 35.29363 139.59409 2016/07/01~12/09 アスファルト
30 逗子市消防本部逗子市消防団 第２分団詰所 35.29062 139.57822 2016/07/01~12/09 アスファルト
31 逗子市福祉会館 35.29482 139.59380 2016/07/02~12/09 土
32 逗子市子育て支援センター 35.29724 139.58813 2016/07/02~12/09 土
33 逗子市浄水管理センター 35.28637 139.57143 2016/07/02~12/11 アスファルト
34 観蔵院 35.29647 139.59872 2016/07/02~12/11 土
35 金井様 35.29807 139.59552 2016/07/07~12/11 アスファルト
36 ファミリーマート逗子渚橋店 35.28699 139.57446 2016/07/06~12/11 アスファルト
37 逗子第一バブテスト協会 35.29578 139.58537 2016/07/06~12/11 アスファルト
38 逗子市消防本部逗子市消防団 第１分団詰所 35.29409 139.57848 2016/07/06~12/11 アスファルト
39 逗子文化プラザホール 35.29528 139.58180 2016/07/08~12/11 アスファルト
40 逗子市役所 35.29525 139.58022 2016/07/08~12/11 アスファルト
41 延命寺 35.29603 139.58315 2016/06/26~12/16 アスファルト
42 丸清商店 35.29769 139.58174 2016/07/08~12/16 アスファルト
43 セブン−イレブン逗子５丁目店 35.29296 139.58022 2016/07/08~12/16 アスファルト
44 ファミリーマート逗子銀座通り店 35.29559 139.57872 2016/07/08~12/16 アスファルト
45 菊池様宅 35.29526 139.57729 2016/07/17~12/16 アスファルト
46 聖マリア小学校 35.29276 139.57695 2016/07/09~12/16 アスファルト
47 川越様宅 35.29370 139.57600 2016/07/09~12/16 アスファルト
48 眞鍋様宅 35.29545 139.57480 2016/07/09~12/16 アスファルト
49 コスギ様宅 35.29714 139.57414 2016/07/10~12/17 アスファルト
51 逗子市消防本部逗子市消防団 第８分団詰所 35.29294 139.57314 2016/07/10~12/17 アスファルト
52 小坪大谷戸会館 35.29993 139.56444 2016/07/10~12/17 アスファルト
53 披露山公園 35.29649 139.56581 2016/07/10~12/17 アスファルト
54 KKR逗子松汀園(しょうていえん) 35.29619 139.57048 2016/07/10~12/17 アスファルト
55 亀が岡自治会館 35.30595 139.56384 2016/07/17~12/17 アスファルト
56 逗子消防署小坪分署 35.29726 139.55594 2016/07/10~12/17 アスファルト
57 東谷戸会館 35.30083 139.55852 2016/07/15~12/17 アスファルト
58 逗子南ケ丘自治会館 35.30575 139.55942 2016/07/15~12/17 土
59 山内様宅 35.30291 139.56497 2016/07/15~12/17 土
60 佛乗院 35.29512 139.55835 2016/07/15~12/17 土
62 私立逗子開成中学校 35.29441 139.57440 2016/07/15~12/17 アスファルト
63 逗子小学校 35.29459 139.58250 2016/09/28~12/17 アスファルト
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2.3.3 解析対象地震 
 
 防災科学技術研究所が運営する Hi-net において気
象庁一元化震源リスト（国立研究開発法人防災科学技
術研究所，2019）11) に記録されている地震のうち，
2015 年 7 月から 10 月の期間に発生した M 3 以上の
地震の中から 30 地震を選定し，本研究の対象地震と
した．そのうち，選定した地震の中には非常に微小な
地震も含まれており，SN比の良いデータを用いるた
め，各観測点で観測された地震の中で，基準点で観測
された三成分合成最大速度の値が大きい順に 10地震
を採用した．つまり，観測点によって選定した地震は
異なる．基準点や最大速度比などのデータ解析の詳細
については，2.3.4で述べる．対象地震の震央を図 2.10
に示す．また，それらの諸元を表 2.4に示した． 
   
M3～ M4～ M5～
Depth[km]
図 2.10 対象地震の震央分布 
表 2.4 対象地震の諸元 
緯度 経度
a 2015/07/17 02:15 八丈島近海 33.227 139.530 27.1 4.5
b 2015/07/17 16:43 房総半島南東はるか沖 34.608 141.844 60.0 4.3
c 2015/07/22 13:44 千葉県中部 35.497 140.064 65.8 3.0
d 2015/07/23 03:49 茨城県東方沖 36.481 140.929 17.5 4.3
e 2015/07/25 04:30 銚子付近 35.575 141.047 37.5 4.7
f 2015/07/28 01:50 茨城県南西部 36.153 140.077 53.0 3.2
g 2015/07/29 21:34 茨城県南西部 36.075 139.859 45.3 4.0
h 2015/08/06 10:45 銚子付近 35.831 140.922 34.9 4.5
i 2015/08/10 18:44 茨城県南西部 36.083 139.884 46.2 4.1
j 2015/08/13 09:42 千葉県中部 35.691 140.067 69.8 3.6
k 2015/08/14 05:13 福島県東方沖 37.165 141.438 48.7 5.1
l 2015/08/15 19:44 房総半島南東沖 34.830 140.034 87.9 3.5
m 2015/08/16 07:26 房総半島南方はるか沖 34.550 140.181 59.0 3.4
n 2015/08/21 04:32 長野県西部 36.058 137.564 8.0 3.8
o 2015/08/21 22:20 千葉県北部 35.794 140.083 67.0 3.3
p 2015/09/01 00:29 静岡県南西部 34.639 138.190 10.4 4.3
q 2015/09/02 22:56 伊豆半島東方沖 34.853 139.284 13.3 3.5
r 2015/09/04 04:52 八丈島東方沖 33.486 140.003 106.9 4.7
s 2015/09/06 03:26 福島県東部 36.903 140.612 100.4 3.9
t 2015/09/08 20:22 駿河湾南部 34.700 138.518 23.2 4.6
u 2015/09/12 05:49 東京湾 35.554 139.829 56.6 5.2
v 2015/09/16 05:53 茨城県南部 35.995 140.208 40.6 3.9
w 2015/09/22 05:55 茨城県南部 36.018 140.070 61.2 3.8
x 2015/09/23 23:44 茨城県南西部 36.335 139.963 77.3 3.7
y 2015/09/26 20:22 銚子付近 35.789 140.892 17.1 4.0
z 2015/10/01 20:10 茨城県東方沖 36.442 140.803 57.5 3.9
aa 2015/10/04 04:35 宮城県東方沖 38.265 141.853 47.4 4.0
bb 2015/10/06 18:32 宮城県東方沖 38.701 142.248 39.5 5.0
cc 2015/10/15 05:35 銚子付近 35.419 140.968 18.2 4.0
dd 2015/10/23 01:18 岩手県東方沖 39.340 142.061 48.3 4.6
地震名 日時 震源
震央位置
深さ [km] マグニチュード
                                                         第 2章 既往の研究 
14 
 
2.3.4 データ解析 
 
 一般に地震波の大きさは，震源から工学的基盤（露頭基盤）までは減衰し，その上に位置す
る表層地盤から地表までは増幅する事が知られている．そのため，工学的基盤上に位置する観測
点を基準点と設定し，各観測点とその基準点との最大速度の比をとることで，表層地盤の増幅特
性を適切に評価することができる．基準点の選定については，伊藤（2016）2) と同様に地点 No. 58
（図 2.8，表 2.3参照）を基準点とした．選定基準は以下の通りである． 
 
(1) 逗子市内には，J-SHIS MAP（国立研究開発法人防災科学技術研究所，2018）12) において山地
や山麓地と指定されている地域が存在しないため，丘陵と指定されている地域であること． 
(2) 全ての選定地震が観測されていること（伊藤では 15地震）． 
(3) 三成分合成最大速度の相加平均値が最も小さい地点であること． 
 
以上の選定基準により，地点 No. 58を基準点と設定し，10地震における各観測点とその基準点
との三成分合成最大速度の比（以下，最大速度比）の相乗平均を算出することで各地点の地盤増
幅特性を評価した．しかし，厳密には基準点が露頭基盤であるとは言えないため，基準点で観測
された三成分合成最大速度を，基準点の地盤増幅率（3.4.3参照）で除することで工学的基盤上の
最大速度を算出し，それを基準に各観測点の地盤増幅率を評価した（工学的基盤上の最大速度は
地点問わず一律一定であると仮定）．ここで，基準点の地盤増幅率は，基準点が位置する J-SHIS 
MAP の 250 mメッシュの地盤増幅率（Vs=400 m/s から地表）の値を用いた． 
ここで三成分合成最大速度について触れる．三成分合成最大速度とは，NS（南北），EW（東
西），UD（上下）の三成分の地震波形を二乗和の平方根を取る事で得られる三成分合成速度波形
の最大値を読み取ったものである（図 2.11）．地震波は，主に疎密波の P 波と主に横波の S波の
二種類の波があり，それらの波は震源から地表に到達するまでの間，屈折しながら進む．そのた
め，地震動は三次元的に揺れることが知られている．そこで，揺れの大きさを測る指標としてこ
の三成分合成最大速度がしばしば用いられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
ඥNS2+EW2+UD2 
図 2.11 三成分合成最大速度の算出 
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2.3.5 解析結果 
 
 最大速度比の 10 地震平均の分布を図 2.12 に示す．各観測点の色は暖色ほど揺れやすく，寒色
ほど揺れにくいことを表している．同図の結果から，マクロに見ると，市内東部から北部，西部
にかけては揺れにくく，中心部から南西部にかけて揺れやすいなど，地域ごとに特徴があること
がわかった．また，軟弱な沖積層が堆積している河川流域では比較的揺れやすいことが見てとれ
る．しかし，ミクロに見ていくと，比較的揺れにくい地域に揺れやすい観測点が点在しているこ
とがわかった．また，河川から比較的遠い観測点においても揺れやすい観測点がいくつか点在し
た．このように，地域ごとに揺れやすさの特徴があるものの，ミクロに見ると揺れやすさの違い
が表れた． 
 
 
図 2.12 最大速度比（10 地震平均） 
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第3章 極小微動アレイ探査 
 
 1.1で述べたように，地震動は地盤構造により局所的に変化するため，きめ細かく地盤特性の推
定を行う必要がある．しかし，PS 検層のような地面を掘削するといった高分解能の密な調査は，
コスト面や環境保護の面から国や自治体の調査では困難であるのが現状である．そこで，比較的
容易に入手することができる地形分類などの情報に基づいて地盤の増幅特性を簡便に評価しよう
とする試みがなされてきたが，定性的で客観性に弱い面があることが指摘されている（例えば，
Yoshida and Iai, 1998）13) ．このような問題に対して，できる限り高密度・高分解能で定量的に地
盤特性を推定することができる手法に極小微動アレイ探査 3), 4) がある．この探査法は，通常の微
動アレイ探査の中でもアレイ半径が格段に小さいことに加え観測時間も短いことから，高密度な
観測に適しており，きめ細かい地盤特性の推定が可能である．さらに，分解能の観点から，地形
分類などから推定せざるを得ない表層地盤の揺れやすさを波の伝播速度の実データから評価でき
るようになるため，地震の揺れに関する高い予測精度が期待できる．また，局所的な地震動の変
化は浅部地盤の構造に大きく起因することが知られており，浅部地盤に特化した探査法であるこ
とも含め，本研究では逗子市内の地盤特性を推定する手法として極小微動アレイ探査法を採用し
た． 
 
3.1 常時微動 
 
 常時微動とは，人が感じない程度の微小な揺れのことを指し，その発生源としては交通振動や
工場振動などの人間活動によるものと，波浪や火山，風などといった自然現象によるものとがあ
る（図 3.1）．一般に，周期 1秒よりも短周期の微動は人間活動による人工的な振動源により，そ
れよりも長周期の微動は波浪や気圧変化などの自然現象が原因と考えられている．このように地
震が発生していない時でも，常に地盤は揺れ動いている．微動アレイ探査は，このいつでもどこ
でも存在する常時微動をデータとして地盤特性を推定する手法である． 
 微動源は主に地表にあるため，微動には表面波が卓越していると考えられる．実体波は地中か
ら地面にエネルギーが配分されながら伝わるが，表面波は地面の円周にエネルギーが配分される
ため，幾何減衰が小さい．したがって，微動の表面波は地盤の特徴をより反映していると言える． 
 微動は，本研究のような地盤特性を把握することに利用する以外にも，様々な研究の場で応用
されている．例えば，構造物の振動特性を得て土木・建築構造物の健全性の評価することや，交
通振動などの環境調査，落石や地すべりなどに対する岩盤斜面の安定性・危険度の評価，地盤の
液状化危険度の評価などが挙げられる． 
  
図 3.1 常時微動（松永ジオサーベイ株式会社：常時微動 より引用）14) 
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3.2 微動アレイ探査 
 
 強震動や液状化による被害は地質地盤によって異なるため，地盤の特性を把握することが重要
であることは第 1 章で述べた．地盤の S 波速度は地盤の揺れやすさや固さに直結する物性値であ
るため，詳細に把握することで地震災害軽減に寄与できる．S 波速度を把握するための方法とし
て，常時微動をデータとして用いる微動アレイ探査法がある．微動アレイ探査法は，地表面に規
則的に地震計を配置し，数時間にわたり常時微動を群列観測することで，表面波であるレイリー
波の位相速度の分散データに基づき、地盤の平均的な S 波速度を推定する方法である．この方法
は，PS 検層や地震探査法よりも低コスト且つ都市域でも比較的簡単に適用できるメリットがある．
中でも極小微動アレイ探査法は，地下数 m から数十 m までの浅部地盤に着目した探査法であり、
通常の微動アレイ探査よりもアレイ半径が格段に小さいので、極小アレイと呼んでいる。 
通常の微動アレイ探査法と極小微動アレイ探査法の比較を表 3.1 に示す．通常の微動アレイ探
査法はアレイ半径の異なる複数のアレイを用いて，数十 m から数 km のスケールで地震計を配置
し，数時間にわたり観測を行う．その結果，深さ数十 m から数 1000 m まで探査することができ
る．しかし，浅部の地盤構造の推定は短周期微動が卓越する日中が好ましく，通常の微動アレイ
探査法で日中の観測を行うとアレイ内にノイズ源が入る可能性が高いため，SN 比が低下する．し
かし，極小微動アレイ探査法は，1 地点 15 分程度で観測を行うことができ，アレイ半径は 0.6 m
と，通常の微動探査法よりも小さいため，高密度な観測を実施することができる．また，アレイ
内に明らかなノイズ源が入ることがないことから，長波長帯域の解析を阻むノイズの問題が軽減
され，解析可能な波長帯域がアレイサイズと比較して通常の微動アレイ探査法よりも相対的に大
きく取ることができ，アレイ半径が 0.6 mにも関わらず深さ数十mまでの探査を可能にしている． 
 
 
  項目 通常の微動探査法 極小微動アレイ探査法
微動アレイ
形状
サイズ
観測時間
数時間（長いときは丸一日）
適時：長周期微動が卓越する夜間
15分間
適時：短周期微動が卓越する日中
解析可能な
波長領域
最小波長：アレイ半径の2倍
最大波長：数倍～数十倍
最小波長：アレイ半径の2倍
最大波長：数十倍～ 100倍
探査深度 数十m ～ 数1000m 数m ～数十m
左図：極小アレイ
右図：不規則アレイ
表 3.1 微動探査法の比較（長・先名，2016）4)  
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3.3 観測 
 
 観測点の位置図を図 3.2 に示す．逗子地域の建物が点在する 250 mメッシュ 186 地点を観測地
点に選定し，メッシュ内の観測可能な場所で観測を実施した． 
  観測機器は，防災科学技術研究所と白山工業株式会社の共同によって開発された微動計JU410
（図 3.3）を用いた．JU410のサイズは282 mm × 217 mm × 59 mmで重量も2.9 kgであり，観測工程
の簡略化に特化している．各微動計はGPSによって時刻を同期している． 
  観測方法は，微動計を，半径0.6 mの円の中心に1台と，円周上に3台の計4台で構成される円形ア
レイ，補助として円の中心の1台と，そこから7.5 m～10 m離れた場所に設置する2台の計3台で構
成される三角アレイ，計6台の微動計によって構成された2つのアレイを作り（図 3.4），1地点に
つき16分間のデータを取得した．前者のアレイを極小アレイ（図 3.4の青色の正三角形内），後者
を不規則アレイ（図 3.4の緑色の三角形）と呼ぶ．観測の様子を図 3.5及び図 3.6に示す． 
 ここで，補足的に設置した不規則アレイの役割について述べる．極小アレイのみだと，目的深
度に対応する長波長を解析できないケースがあったり，一般に解析結果の品質が悪く信頼性が疑
わしい場合があったりする．このような問題に対し，補足的に不規則アレイを設けることで，観
測効率を下げることなく長波長域の解析領域を拡張することができ，探査深度の範囲をカバーす
ることができる．そのことに加え，解析結果の信頼性を担保するといった役割もある．通常の微
動アレイ探査では，アレイ半径の異なるアレイを複数使用し観測を行うことで分散曲線（3.4.1で
述べる）を描く．そのため，それぞれのアレイの分散曲線のつながりの良さが観測データの信頼
性の指標となる．しかし，極小アレイのみでは，分散曲線のつながりからデータの信頼性が判断
できない．そこで，極小アレイの他に不規則アレイを設けることで，分散曲線の接続性によりデ
ータの信頼性を確認することができる．不規則アレイは地震計を置く位置にある程度の自由度が
あるため，極小アレイの小スペースで観測が行える利点を，あまり阻害しないようになっている． 
 
 
 
図 3.2 観測点位置図 
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 - - - - - - - - - - 
 - - - - - - - - - - 
0.6m 
図 3.3 微動計 JU410（先名重樹，2016）15) 
図 3.4 アレイの構成 
図 3.5 観測の様子 
    （近景・極小アレイ） 
図 3.6 観測の様子（遠景） 
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3.4 データ解析 
 
 データ解析は微動アレイ解析ツール BIDO（Cho et. al., 2010, https://staff.aist.go.jp/ikuo-
chou/bidodl.html）を用いた．BIDO は数ｍから数十ｍまでの浅部の S 波速度を推定するためのソ
フトウェアパッケージである． 
  
3.4.1 分散曲線 
 
 位相速度の同定法で使われている主な手法には，Aki（1957）16) ，Okada（2003）17) によるSpatial 
Autocorrelation Method（SPAC法）とCapon（1969）18) によるFK法があるが，それらの方法よりも
更に広い帯域で位相速度を同定できる方法として，Cho et al.（2004, 2006a）5), 6) によるCCA法
（Centerless Circular Array Method）が提案され，BIDOにおいてもこの方法を用いている．長ほか
（2008）19) などを参考に，本研究で行ったCCA法のアルゴリズムと位相速度の解析，位相速度と
周波数の関係である分散曲線について述べる． 
半径rの円周上にN個の上下動センサーを等間隔に並べて微動を測定し，j番目のセンサーで時刻
tに得られる記録をdj (t) とする．各センサーの記録を単純方位平均して得られる波形 
 
dave(t) = 
1
N
∑ dj
N
j=1
(t) (3. 1) 
 
と，exp (iθ) の重み（iは虚数単位，θはセンサーの方位角）をつけて平均した複素波形 
 
dwave(t) = 
1
N
∑ dj
N
j=1
(t) exp (
2πij
N
) (3. 2) 
 
から，それぞれパワースペクトル（周波数ごとのパワー）を計算する．2 つのパワースペクトルの
相互比 ρCCA (f) は（fは周波数），レイリー波の位相速度と次式によって関連付けられる 6) ． 
 
ρ
CCA
(f) =  
∑ αk(f)J0
2M
k=0 (2fπr ck(f)⁄ )+
ε(f)
N
∑ αk(f)J1
2M
k=0 (2fπr ck(f)⁄ )+
ε(f)
N
(3. 3) 
 
 
 
 
 
 
 
式 (3.3) で基本モードを 0次と数え，M = 0，ε (f) =0と仮定して得られる式 
 
M  ：波動場に存在するレイリー波最高モードの次数 
Jm (・)：第一種m次ベッセル関数 
ck (f)      ：レイリー波第k次モードの位相速度 
αk (f) ：第k次モードの強度がレイリー波の全強度に占める割合 
ε (f) ：NS比（SN比（ノイズと信号の数の比）の逆数） 
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ρ
CCA
(f)=
J0
2(2fπr c (f)⁄ )
J1
2(2fπr c (f)⁄ )
(3. 4) 
 
を逆解析することで位相速度 c (f) を得る． 
このようにして CCA 法によって位相速度を算出することで，レイリー波の位相速度と周波数の
関係である分散曲線を描くことができる．図 3.7 は，層厚がそれぞれ異なる 4 地点での分散曲線
の解析結果の例である（観測地点については付録参照）．分散曲線は，通常周波数が低くなるに
つれて位相速度が速くなるが，これは地盤の深さが深くなるにつれて S 波速度が大きくなること
の反映であり，同図においてもそのような分散性がきれいに表現されている．水色クロス（ ）・
黄色クロス（ ）はそれぞれノイズの影響を補正した場合・補正しない場合での極小アレイによ
る位相速度を表し，桃色クロス（ ）は不規則アレイによる位相速度を表す．ここでいうノイズ
とは，CCA 法における長波長側の解析限界の形成要因であるインコヒーレントノイズ（極小アレ
イにおいては主に記録システムの自己ノイズ）のことを指し，水色クロスはこのノイズの影響を
補正して位相速度を同定している．具体的には，アレイ観測データから NS 比 ε (f) を推定した上
で，式 (3.3) で M = 0，つまりレイリー波の基本モードのみが卓越すると仮定し，アレイ半径 rよ
りも十分長い波長を考えているという前提で，ベッセル関数を長波長近似して次式で位相速度 c 
(f) 
を得る． 
 
c(f) = πfr√
2+ρ
CCA
(f)
1+ ε(f) N⁄ -
ε(f)ρ
CCA
(f)
N
(3. 5) 
 
Tada et al.（2007）20) によると，NS比の推定にまつわる精度がNS比そのものの大きさを下回る場
合に限り，ノイズ補正後CCA法（水色クロス線）は補正前CCA法（黄色クロス線）よりも高い解
析性能が得られると述べられている．そのため，本研究では極小アレイによる位相速度はノイズ
補正後（水色クロス線）を読み取ることとした．目視で位相速度の読みとりを行ったものが〇印
で表している．同図において，3.2で述べたように，補足的に不規則アレイを設けることで長波長
域の解析領域が拡張されたことに加え，アレイ半径の異なるアレイの分散曲線の接続性により，
解析結果の信頼性が担保されたことが読みとれる．赤破線（  ）は位相速度の解析限界を表す．
これは，微動記録を，アレイを横切る表面波（シグナル）の成分とそれとは無相関なノイズの成
分に分ける，開発技術に基づいて詳細に決められた限界値である．つまり，位相速度の推定値に
比べて解析限界が十分に高速ならば，位相速度の推定値に信頼性が持てると判断することができ
る．また，青線（  ）は波長40 mを表し，波長40 mとレイリー波の位相速度の関係については
3.4.2で述べる． 
 全観測点のうち，妥当な分散曲線の解析結果が得られ，データとして使用した地点の分散曲線
については付録に示した． 
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図 3.7 分散曲線 
解析限界 
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3.4.2 平均 S 波速度 
 
局所的な地震動の変化は，工学的基盤から地表までの浅部地盤の構造に大きく起因することにつ
いて先述したが，この表層地盤の揺れやすさを表す物性値の一つに，地表から深さ 30 mまでの
平均 S 波速度（以下，AVS30）がある． 
AVS30 を推定する方法には，①S 波速度構造に基づく方法，②N値と土質柱状図に基づく方法，
③標高や地形，地質に基づく方法の 3通りある．②の方法については，一般に N値と S 波速度と
の関係にはばらつきが大きく（土岐，1981）21) ，③の方法についても標高や地形，地質から間接
的に AVS30 を推定するため，両者ともに高い推定の精度は望めない．したがって，精度の高い
AVS30 を得るには①の方法，特に S 波速度検層が必要になるが，多額の費用がかかり，本研究の
目的である細密な地盤特性の評価を実施するには現実困難である．一方，本研究と同様微動アレ
イ観測を実施し，位相速度に基づく速度構造を推定する方法が二つある．一つは，得られる位相
速度から直接速度構造を推定し（例えば，Heukelom and Foster（1960）22) による SP 法），速度構
造から AVS30を算出する方法であるが，あくまでも概略的な推定手法であり，高い精度は期待で
きない．二つ目は逆解析を用いる手法であるが，ボーリングデータなどを参考にして適切な初期
モデルや解析パラメータを決定する必要がある． 
紺野・片岡（2000）7) は，東京・神奈川の 85地点の PS 検層のデータを用いた数値実験により，
波長 40 mに対応するレイリー波の位相速度が AVS30 におおむね等しいと見なせることを指摘し
ている．そこで本研究では，S 波速度構造を推定せず，観測で得られる位相速度から直接 AVS30
を高精度に推定することができる紺野・片岡の手法を採用した．ただし，深さ D mまでの平均 S
波速度 AVSDは次式で表される． 
 
AVSD=
D
(∫
dz
Vs(z)
D
0
)
(3. 6)
 
 
ここで，Vs (z) は，深さ zでの S 波速度である．ただし，分散曲線の読み取りが波長 40 mに満た
ない場合，外挿して AVS30を推定した． 
 
3.4.3 地盤増幅率 
 
 3.4.2 で述べた手法により全観測地点における AVS30 を算出したが，揺れやすさマップ（地
域の揺れやすさを地盤特性から評価し，地震動の強さで表したマップ）を作成するにあたって地
盤増幅率（以下，増幅率）を用いることが多い（例えば，内閣府（防災担当），2005）23) ．増幅
率とは，地震波が工学的基盤面から地表まで伝わる際における，速度波形の最大振幅（最大速度）
の増幅度のことを指し，増幅率が 2.0以上は「特に揺れやすい」，1.6～2.0は「揺れやすい」，1.4
～1.6は「場所によっては揺れやすい」といった具体的な指標が防災科学技術研究所によって決定
づけられている．地盤増幅特性を表す物性値に増幅率を採用した理由として，第 4 章で既往の研
究の臨時地震観測（2.3）による解析結果と，本研究の極小微動アレイ探査による解析結果との比
較について述べるが，臨時地震観測では観測データから最大速度比（工学的基盤上の最大速度と
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地表の最大速度との比）を算出しており，同じ物性値で比較するためである．ここで，増幅率と
最大速度比は同じ意味合いを持つ．地盤構造モデルの概念図を図 3.8に示す． 
非線形性を考慮して AVS30 から増幅率を求める方法に，藤本・翠川（2006）8) による式 
 
logARV = - 0.852 ∙ log (AVS30 600⁄ )= 2.367 - 0.852 ∙ logAVS30 (3.7) 
 
 
 
 
 
がある．ここで，一般的に工学的基盤は多くの場合 300～700 m/s程度以上の地盤のことを指すが，
確率論的地震動予測地図 12) では S 波速度が 400 m/s の地盤を工学的基盤としているため，本研究
においても同様に設定した．式 (3.7) の 600 m/sの値を 400 m/sにすることで以下の式を得た． 
 
logARV = - 0.852 ∙ log (AVS30 400⁄ )= 2.217 - 0.852 ∙ logAVS30 (3.8) 
 
 
 
 
 
上式によって AVS30 から増幅率を全観測地点において算出した． 
 
 
  
ARV：S 波速度 600 m/s基盤の最大速度に対する表層地盤の最大速度の増幅率 
AVS30：深さ 30 mまでの平均 S 波速度 [m/s] 
ただし，400 [m/s] < AVS30 < 1500 [m/s] 
ARV：S 波速度 400 m/s基盤の最大速度に対する表層地盤の最大速度の増幅率 
AVS30：深さ 30 mまでの平均 S 波速度 [m/s] 
ただし，400 [m/s] < AVS30 < 1500 [m/s] 
図 3.8 地盤構造モデルの概念図 
震源断層
地表の最大速度
工学的基盤上の最大速度
地盤増幅率（＝最大速度比）
工学的基盤
地表
S波速度400m/sが
相当層上面を想定
×
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3.5 解析結果 
 
3.4.3の結果を図 3.9に示す．ただし，妥当な分散曲線が得られたと判断した 159地点のみにつ
いて図示している．以降，選定した地点を用いて臨時地震観測との比較（第 4章）や，被害想定・
推定（4.2.2，第 6章）を行うものとする． 
 同図の結果から，マクロに見ると，南北の丘陵付近では増幅率が小さく，逆に河川流域の軟弱
な沖積層においては比較的増幅率が大きい値を示した。しかし，ミクロに見ていくと，例えば市
内東部の河川流域では増幅率が小さい値を示す観測点がいくつか点在しており，その逆に河川か
ら比較的遠い観測点において揺れやすい観測点がいくつか点在し，地形の情報のみでは地盤の特
性を評価する上で不十分であることがわかった．このように，地域ごとに揺れやすさの特徴があ
るものの，ミクロに見ると揺れやすさの違いが表れ，逗子市内といった狭い範囲でも非常に変化
が富むことがわかった． 
 
 
図 3.9 極小微動アレイ探査による地盤増幅率 
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第4章 極小微動アレイ探査の有効性の評価 
 
4.1 臨時地震観測と極小微動アレイ探査での地盤増幅特性の比較 
 
臨時地震観測から評価した増幅率と極小微動アレイ探査による増幅率との相関について検討を
行い，極小微動アレイ探査の有効性について評価した．増幅率の比較は，臨時地震観測点を中心
として，半径 50，100，150，200，250 mのそれぞれの円内に位置する極小微動アレイ探査の増幅
率を y 軸に，その円の中心の臨時地震観測点の増幅率を x 軸にとり，距離別における相関につい
て検討した．つまり，例えば半径 100 mの場合は，半径 50 mの場合のサンプル数に加え，円の中
心から 50～100 m の範囲内に位置する極小微動アレイ探査全観測点がサンプルとして加わるとい
うことであり，半径が大きくなるにつれてサンプル数が増えていくことになる． 
距離別相関図を図 4.1 に示す．同図の R は相関係数，RMSE（Root Mean Square Error）は二乗平
均平方根誤差を示している．これらの結果から，逗子市においては，狭い範囲で増幅率が大きく
変化することがわかった．そして，臨時地震観測と極小微動アレイ探査の観測点距離が 50 m以内
であれば，両者の増幅率が比較的一致することが明らかになった．つまり，極小微動アレイ探査
の結果が空間的に 50 m程度の範囲の地盤特性を代表していることがわかった．また，同図から全
体的に臨時地震観測による増幅率の方が極小微動アレイ探査による増幅率よりもやや大きい値を
とる傾向があることが見てとれる．これは，臨時地震観測では微小地震の最大速度比をとってい
るため，地盤の非線形挙動を考慮していないことに対し，極小微動アレイ探査では AVS30 から増
幅率を算出する経験式 (3.7) が地盤の非線形挙動を考慮していることが原因の一つであると考え
られる．本研究において，増幅率を用いる上では 2つの値を同等に扱った． 
 
  
図 4.1 臨時地震観測と極小微動アレイ探査での増幅率の距離別相関図 
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4.2 内挿解析による 50m メッシュでの地盤増幅特性の評価 
 
 4.1 の結果から，地盤特性を 50 m以下の間隔で評価する必要があることがわかった．しかし，
第 3 章の冒頭でも述べたように，きめ細かい調査は国や自治体の調査では現状困難であることに
加え，仮に本研究と同様に極小微動アレイ探査を採用したとしても，50 m間隔で観測を実施する
のは非現実的である．そこで本研究では，内挿解析により観測データの空間補間を行い，地盤増
幅特性を 50 mメッシュで評価した． 
 
4.2.1 内挿解析手法 
 
 内挿とは，既知の数値データ群を基に，計算によってそのデータ群の範囲内の未知な数値を
推定する手法のことである．内挿解析による空間補間法には，単純に平均をとったり，距離の逆
数に基づく重み係数を与えたり，あるいはスプラインのような特定の関数を利用して計算する方
法も利用されているが，本研究においては，クリギング法（Krige, 1951）24) により観測データの
空間補間を行った．クリギング法とは，予測位置との距離による重みづけに加えて，計測ポイン
トの全体的な空間配置（方向）も考慮して補間する手法であり，地震学や土壌学，地質学など空
間分布推定を取り扱う分野にしばしば用いられている（例えば，菅井ほか，2015）25) ．本研究で
は，クリギング法の中でも最も一般的に幅広く使用されている通常型クリギングによる内挿解析
を，ESRI社による ArcGIS を用いて行った． 
 
4.2.2 内挿解析結果 
 
 臨時地震観測と極小微動アレイ探査の増幅率を用いて，通常型クリギングによって地盤増幅特
性を 50 mで評価した．図 4.2は，極小微動アレイ探査の観測データのみを用いて空間補間を行っ
た場合の結果であり，図 4.3 はそれに臨時地震観測の観測データを加えて補間した場合の結果で
ある．ここで，臨時地震観測のデータのみを用いた補間を実施しなかった理由として，狭い範囲
でありながらも複雑な地盤構造を有する逗子市において細密な被害想定を行うには地震観測の密
度では小さく，臨時地震観測のデータを取り入れるなら極小微動アレイ探査のデータと複合した
ものを採用するのが合理的であると考えたからである．図中の r は，内挿したい地点を中心とし
た円の半径を示し，この円内に位置する全観測点の値を用いて内挿しており，中心から遠いほど
その値の影響力は小さくなる．5.3で想定地震における建物被害について述べるが，逗子市全域の
建物被害を想定できるよう，市内の建物立地点を全て網羅する最小の r を設定した．その結果，
極小微動アレイ探査のみの場合は r = 350 m，臨時地震観測＋極小微動アレイ探査の場合は r = 300 
mとした．なお，観測点が位置する 50 mメッシュにおいては，内挿を行わず観測で得られた値を
使用することとした． 
 図 4.2，図 4.3から，沖積層が堆積している河川流域では暖色が多く，逆に南北の丘陵地や東部
地域では寒色が多いなど，マクロに見ると地形の特徴を正確に表現できつつも，ミクロに見てい
くと，揺れにくい地域に暖色で表現されるメッシュが存在するなど，細部にわたって特徴をとら
えることができ，50 mメッシュというきめ細かさで精度高く地盤増幅特性を評価することができ
た．  
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図 4.2 極小微動アレイ探査による地盤増幅率の内挿解析結果 
 
 
図 4.3 臨時地震観測と極小微動アレイ探査による地盤増幅率の内挿解析結果 
r = 350 m 
r = 300 m 
                                                第 5章 想定地震の被害想定 
29 
 
第5章 想定地震の被害想定 
 
 本章では，神奈川県地震被害想定調査（神奈川県地震被害想定調査，2018）26) で想定している
地震のうち，都心南部直下地震及び三浦半島断層群主部（衣笠・北武断層帯）の 2 つの想定地震
を対象に被害想定を実施した．データ処理の流れの概略図を図 5.1 に示す．結果は地表の震度と
全壊棟数の 2つを評価指針とした． 
 
 
図 5.1 データ処理の流れの概念図 
 
5.1 想定地震の概要 
 
本研究で対象にした想定地震の断層パラメータを表 5.1 に示す．断層パラメータは，首都直下
地震モデル検討会（2013）27) 及び J-SHIS MAP 12) のモデルを採用している，神奈川県地震被害想
定調査を参考に設定した．断層位置を図 5.2 に示す． は破壊開始点を示し，太い線内は強震動
生成域，細い線内は断層全体を示す．都市南部直下地震においては強震動生成域のみを図示して
おり，傾斜は 90°である． 
  
デ
ー
タ
処
理
の
流
れ
工学的基盤計測震度
地盤増幅特性
地表計測震度
地震動 基礎データ
建物被害棟数
建物棟数・全壊率
表 5.1 想定地震の断層パラメータ 
想定地震 緯度 経度 長さ [km] 幅 [km] 地震の種類 Mw
都心南部直下地震 35.595 139.715 28.1 32.1 プレート内地震 7.3
三浦半島断層群の地震 35.178 139.768 28.0 14.0 活断層 7.0
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図 5.2 想定地震の断層位置 
 
5.2 地震動の被害想定 
 
 ある地点での地震動は，震源の形状や破壊形態（震源特性），地震波が震源から岩盤内を伝播
する際の影響（伝播経路特性），対象地点付近の表層地盤による地震波の増幅（サイト特性）の 3
つの要素の組み合わせで表現される（図 5.3）．したがって，地震動を精度良く予測するためには
これら 3 つの特性を正確に把握する必要がある．中でも，第 3 章の冒頭で述べたように，局所的
な地震動の変化は浅部地盤の増幅特性，つまりサイト特性に大きく依存する．しかし，逗子市内
のボーリング本数は少なく，神奈川県地震被害想定調査ではこのサイト特性の大半を地形の区分
に基づく経験式によって評価している．そこで本研究では，想定地震における震源特性，伝播経
路特性については神奈川県地震被害想定調査のものを，工学的基盤から地表までのサイト特性に
ついては，本研究で評価した細密かつ精度の高い観測データを用いて被害想定を実施した． 
 
 
 
 
  
三浦半島断層群の地震
都心南部直下地震
図 5.3 地震波の発生と伝播の概念図 
（北海道大学大学院工学研究院・工学院広報誌より引用）28) 
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5.2.1 地震動予測手法 
 
 神奈川県地震被害想定調査の地震動予測には，工学的基盤における強震波形を統計的グリーン
関数法により算出し，表層の地盤増幅特性として震度増分を加えることで地表面における 250 m
メッシュの震度分布を算出している．地震動予測の概念図を図 5.4 に示す．本研究の被害想定を
実施するにあたって，地盤増幅特性の評価を，神奈川県と同様に震度増分を採用することとした．
震度増分は，非線形性が考慮されている横田ほか（2005）29) の震度と AVS30 の関係式 (5.1)，(5.2) 
を用いて算出し，さらに，首都直下地震モデル検討会（2013）27) を基に，0.3 を加えることで計測
震度を求めた． 
 
Isurf = I600 + ∆I600 + 0.3 (5. 1) 
∆I600 = - (2.888 - 1.015 ∙ log10(600)) + (2.888 - 1.015 ∙ log10(AVS30)) (5. 2) 
 
Isurf，I600，ΔI600，AVS30 はそれぞれ，地表面の計測震度，S 波速度 600 m/sの基準基盤上の計測震
度，S 波速度 600 m/s の基準基盤から地表面への震度増分，深さ 30 m までの平均 S 波速度 [m/s] 
である．ここで，神奈川県地震被害想定調査では逗子市の基盤 S 波速度を 500 m/s と設定してい
るため，本研究においても同様に設定した．式 (5.1)，(5.2) の 600 m/sを 500 m/s にすることで以
下の式を得た． 
 
Isurf = I500 + ∆I500 + 0.3 (5. 3) 
∆I500 = - (2.888 - 1.015 ∙ log10(500)) + (2.888 - 1.015 ∙ log10(AVS30)) (5. 4) 
 
Isurf，I500，ΔI500，AVS30 はそれぞれ，地表面の計測震度，S 波速度 500 m/sの基盤上の計測震度，
S 波速度 500 m/s の基盤から地表面への震度増分，深さ 30 m までの平均 S 波速度 [m/s] である． 
ここで，3.4.2 で述べたように，極小微動アレイ探査においては分散曲線から直接 AVS30 を推定
したが，臨時地震観測については速度波形の最大速度比（＝増幅率）を算出しているため，増幅
率から AVS30 を推定する必要がある．そこで，式 (3.8) を用いて増幅率から AVS30 を推定し，
式 (5.4) を用いてそれぞれ震度増分を算出した．このように，工学的基盤上の計測震度は，神奈
川県が想定した 250 mメッシュの計測震度，工学的基盤から地表までの地盤増幅特性は，4.2で作
成した 50 m メッシュを用いることで，より細密に震度（5.2.2），全壊棟数（5.3.3）を評価した．
また，地盤特性の推定には不確実な要素が多いため，多角的に被害の想定を行うことを目的とし
て，本研究の観測データの他に神奈川県地震被害想定調査，J-SHIS MAP 12) のデータを基に地盤
増幅特性を評価し，同様に被害想定を実施した．ただし，神奈川県地震被害想定調査，J-SHIS MAP
は，地盤増幅特性を 250 mメッシュで平均化して評価しているため，震度分布も 250 mメッシュ
で表示した． 
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図 5.4 地震動予測の概念図 
 
5.2.2 震度分布 
 
 都心南部直下地震，三浦半島断層群の地震における，極小微動アレイ探査，臨時地震観測，神
奈川県地震被害想定調査，J-SHIS MAP のデータを基に地盤増幅特性をそれぞれ評価した際の震度
分布の結果を示す（図 5.5～図 5.8）．全体で比較すると，マクロに見ればどの想定結果において
も概ね一致することがわかった．しかし，250 mメッシュ（図 5.7，図 5.8）では表現できない局
所的な地震動の変化を，本研究で実施した 50 m メッシュ（図 5.5，図 5.6）では表現することが
でき，本研究の有意性が得られた．一般的に，揺れやすさマップ及び地震被害想定は密でも 250 m
メッシュ程度で実施されていることが多いが，詳細に地震被害を評価するには不十分であり，よ
り細密に評価する必要があることがわかった．詳細な比較については 5.4で述べる．また，2.1で
述べたように河川流域付近は沖積層が広がっており，河川周辺は顕著に震度が大きく出る結果と
なった．また，表 5.1，図 5.2 より，三浦半島断層群の地震の方が，地震の規模が大きく，また断
層位置も逗子市に近いため，都心南部直下地震よりも震度が大きく想定されることがわかった．
特に，同図から三浦半島断層群の地震の断層は逗子市の東側に位置しているため，市内の東側は
比較的揺れにくい地域が広がっているにも関わらず，震度が大きく出るメッシュがいくつか存在
することが明らかになった． 
  
震源
統計的グリーン関数法
震度（工学的基盤波形）
震度増分
地表震度
地震基盤
工学的基盤
地表
神奈川県地震被害想定調査
本研究
震源特性
伝播経路特性
サイト特性
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図 5.5 極小微動アレイ探査による震度分布（50 m メッシュ） 
（A：都心南部直下地震 B：三浦半島断層群の地震） 
 
  
(A)
(B)
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図 5.6 臨時地震観測と極小微動アレイ探査による震度分布（50 m メッシュ） 
（A：都心南部直下地震 B：三浦半島断層群の地震） 
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図 5.7 神奈川県地震被害想定調査による震度分布（250 m メッシュ） 
（A：都心南部直下地震 B：三浦半島断層群の地震） 
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図 5.8 J-SHIS MAP による震度分布（250 m メッシュ） 
（A：都心南部直下地震 B：三浦半島断層群の地震） 
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5.3 揺れによる建物の被害想定 
 
逗子市における建物被害の推定を行うにあたって，土地家屋台帳に登記されている建物 1 件 1
件に位置情報を付加し，GIS 上でデータベース化をする必要がある．これについては，加藤（2015）
30) ですでに行われており，このデータを用いて建物被害の推定を行う． 
 
5.3.1 建物棟数分布 
 
GIS 上でデータベース化された建物棟数分布を図 5.9 に示す．建物被害を想定するにあたり，
建物を構造別に分類する必要があるため，建物を木造，RC造，S造に細分類した．土蔵造りに関
しては 2 棟のみであり，被害想定に影響がでないと考え，分類から除外した．土地家屋台帳の構
造との対応表を表 5.2 に，50 m メッシュでの構造別の建物棟数の分布を図 5.10 に示す．これを
基に、構造区分ごとに 50 mメッシュで全壊棟数を算出し、逗子市全域の建物被害を想定した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
木造 
1：木造 
13：一部非木造 
RC 造 
2：鉄骨鉄筋コンクリート造 
3：鉄骨造(RC) 
7：コンクリートブロック造 
S 造 
4：鉄骨造(4mm 以下) 
5：鉄骨造(3mm～4mm 以下) 
(C)(B)
(A)
表 5.2 土地家屋台帳の構造の対応表 
図 5.9 建物棟数分布 
図 5.10 構造別の建物棟数分布（50 m メッシュ） 
（A：木造 B：RC 造 C：S 造） 
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5.3.2 建物被害の想定手法 
 
 5.2.1で算出した地表面における計測震度を基に，被害率関数により構造別に全壊率を算出した
後，建物棟数を掛け合わせることで全壊棟数を評価した．以下に木造，非木造（RC 造，S造）に
おける被害率の算出方法を述べる．神奈川県地震被害想定調査の結果との比較を行うため，算出
方法は神奈川県と同様の手法で行った． 
 木造建物の被害率は、近年発生した地震における建物被害の分析を考慮した中央防災会議（2013）
31) の手法を採用した．ただし，平均値や標準誤差などの分布関数のパラメータが公開されていな
いため，表 5.3 に示した木造建物の被害率のデータから被害率曲線を算出した．以下に作成手順
を述べる．ここで，Iは計測震度を示す． 
 
(1) 標準準正規分布関数の逆関数を用い，被害率から基準化変数を算出する． 
(2) “ln (I) ”を横軸に，“基準化変数”を縦軸にプロットし，回帰直線を算出する． 
(3) 最小二乗法で求めた回帰直線の傾きと切片から，“ln (I) ”の平均値（λ）と標準誤差（ζ）を
それぞれ算出する． 
(4) 対数正規分布の累積分布関数で被害率曲線を算出する． 
 
 
  
旧築年 中築年① 中築年② 新築年① 新築年② 新築年③
-1962 1963-71 1972-80 1981-89 1990-01 2002-
5.0 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
5.1 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
5.2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
5.3 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
5.4 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
5.5 0.003 0.003 0.001 0.000 0.000 0.000
5.6 0.008 0.008 0.003 0.001 0.000 0.000
5.7 0.021 0.021 0.008 0.002 0.000 0.000
5.8 0.048 0.043 0.017 0.004 0.001 0.000
5.9 0.097 0.082 0.036 0.009 0.002 0.000
6.0 0.177 0.142 0.069 0.015 0.004 0.001
6.1 0.289 0.227 0.122 0.027 0.009 0.002
6.2 0.427 0.336 0.196 0.044 0.015 0.004
6.3 0.573 0.462 0.293 0.070 0.027 0.009
6.4 0.711 0.594 0.406 0.106 0.044 0.015
6.5 0.823 0.720 0.525 0.153 0.070 0.027
6.6 0.903 0.827 0.641 0.213 0.106 0.044
6.7 0.952 0.909 0.743 0.285 0.153 0.070
6.8 0.979 0.964 0.825 0.367 0.213 0.106
6.9 0.992 0.992 0.886 0.455 0.285 0.153
7.0 0.997 0.997 0.928 0.545 0.367 0.213
木造（全壊率）
計測震度
表 5.3 木造建物の被害データ 
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以上の手順により，以下の被害率関数を得た（式 (5.5) ）．P は全壊率，Φ は対数正規分布の
累積分布関数を示す．また，各区分の分布関数のパラメータ（λ，ζ）は表 5.4のとおりである．得
られる被害率曲線を図 5.11に示す． 
 
P (I) = Φ(
 ln(I) - λ 
ζ
) (5. 5) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 非木造の建物については，構造と階層別の被害率の違いが考慮された兵庫県南部地震の被害実
態を基本として作成された愛知県（2003）32) による被害率を用いる．地表最大速度（PGV）と建
物被害率の関係を表す被害率関数で与えられる被害率を用いる（式 (5.6) ）．式 (5.6) は木造建
物の被害率関数と同様，対数正規分布の累積分布関数で表され，各区分の分布関数のパラメータ
（λ，ζ）は表 5.5のとおりである．なお、V₀は被害が発生する地表最大速度の下限値である．得ら
れる被害率曲線を図 5.11に示す．なお，最大速度は翠川ほか（1999）33) による変換式（式 (5.7) ）
を用いて算出した． 
 
P (PGV) = Φ(
 ln(PGV - V0) - λ 
ζ
) (5. 6) 
 
I = 2.68 + 1.72 logPGV (5. 7) 
  
構造 年代 λ ζ
-1962 1.83 0.044
1963-71 1.84 0.045
1972-80 1.87 0.053
1981-89 1.94 0.070
1990-01 1.97 0.068
2002- 2.00 0.067
木造
表 5.4 木造建物における分布関数のパラメータ 
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ここで，逗子市の建物データには，非木造の RC 造の中に階数 0 の建物が 126 棟存在した．こ
の原因について，データの整理ミスであるのか，あるいは地下のみの建物が 126 棟も点在してい
るのか，現状不明である．階数別の愛知県による被害率関数ではそれらの建物の被害想定を行う
ことができないため，階数 0 の建物には，階数区分のない，兵庫県南部地震における神戸市灘区
での被害事例をもとに設定した林・宮腰（1998）34) による手法を採用した．式 (5.8) は対数正規
分布の累積分布関数で表され，各区分の分布関数のパラメータ（λ，ζ）を表 5.6に，得られる被害
率曲線を図 5.11に示す． 
 
 
 
P (PGV) = Φ(
 ln(PGV) - λ 
ζ
) (5. 8) 
 
表 5.6 RC 造における分布関数のパラメータ（階数の条件なし） 
 
  
構造 年代 階数 λ ζ V₀(cm/s)
1-4F 4.98 0.568
5-6F 4.87 0.609
7F- 4.36 0.399
1-4F 5.37 0.586
5-6F 5.15 0.560
7F- 4.79 0.464
1-4F 6.07 0.792
5-6F 5.67 0.604
7F- 5.20 0.514
1-2F 4.73 0.615
3-4F 4.70 0.712
5F- 4.28 0.561
1-2F 5.29 0.417
3-4F 5.35 0.610
5F- 4.98 0.525
RC造
S造
10
10
-1971
1972-81
1982-
-1981
1982-
表 5.5 非木造建物における分布関数のパラメータ 
構造 年代 λ ζ
-1971 5.16 0.849
1972-81 5.40 0.710
1982- 5.58 0.551
RC造
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5.3.3 全壊棟数分布 
 
都心南部直下地震，三浦半島断層群の地震における，極小微動アレイ探査，臨時地震観測，神
奈川県地震被害想定調査，J-SHIS MAP のデータを基に地盤増幅特性をそれぞれ評価した際の全壊
棟数分布の結果を示す（図 5.12～図 5.15）．全壊棟数の凡例について，全壊棟数は建物棟数と全
壊率を乗じて算出するため，メッシュ内に建物が 1 棟でも存在していた場合，全壊棟数は限りな
く 0 に近いが，0以上となる．ゆえに，0に限りなく近い値と 1に近い値を同色に表示することは
適切でないと判断し，全壊棟数の値を四捨五入した整数値を表示した．また，神奈川県，J-SHIS に
よる全壊棟数については，地表の計測震度は 250 mで評価し，全壊棟数を 50 mメッシュで評価し
た．なお，建物データは全ての全壊棟数分布とも統一している．全体で比較すると，マクロに見
ればどの想定結果においてもある程度一致することがわかった．特に，本研究と神奈川県の結果
においては，概ね似た結果が得られた．詳細な比較については 5.4で述べる．また，河川流域は軟
弱な沖積層が堆積していることに加え，建物が密集している地域であるため，被害が顕著に表れ
た．そして，5.2.2 での震度分布と同様，都心南部直下地震よりも三浦半島断層群の地震の方が，
建物被害が大きいことが見て取れる． 
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図 5.11 建物区分ごとの被害率曲線 
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図 5.12 極小微動アレイ探査による全壊棟数分布 
（A：都心南部直下地震 B：三浦半島断層群の地震） 
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図 5.13 臨時地震観測と極小微動アレイ探査による全壊棟数分布 
（A：都心南部直下地震 B：三浦半島断層群の地震） 
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図 5.14 神奈川県地震被害想定調査による全壊棟数分布 
（A：都心南部直下地震 B：三浦半島断層群の地震） 
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図 5.15 J-SHIS MAP による全壊棟数分布 
（A：都心南部直下地震 B：三浦半島断層群の地震） 
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5.4 神奈川県地震被害想定調査と比較 
 
 本研究と神奈川県地震被害想定調査の想定震度の比較を行った．本研究における震度は 50 mメ
ッシュで評価したが，神奈川県の被害想定は 250 m メッシュで評価しているため，250 m メッシ
ュ内に存在する 50 mメッシュの震度（図 5.6）を平均することにより，250 mメッシュごとの震
度の相関について検討した．図 5.16，図 5.17はそれぞれ都心南部直下地震，三浦半島断層群の地
震における震度分布を示しており，両図ともに A は本研究，B は神奈川県の手法によるものであ
る．また各図の左上に全メッシュの計測震度の平均値を示した（Iave）．震度の相関図（図 5.18）
から，本研究が神奈川県の被害想定と調和的な結果が得られていることがわかる．平均二乗平方
根誤差 RMSEは 0.14程度であった．また，全メッシュの計測震度の平均値に着目すると，神奈川
県と相当に近い結果が得られ，マクロ（250 mメッシュ）に見れば両者の震度結果は比較的よく一
致することがわかった．しかし，特に都心南部直下地震においては，同じ 250 m メッシュでも分
布に違いが見られた．加えて，本研究では本来 50 m メッシュとミクロに地震動を想定しており，
本研究の有意性が得ることができた． 
 図 5.19は，都心南部直下地震における，本研究の 50 mメッシュ（同図 A）と神奈川県の 250 m
メッシュ（同図 B）での想定結果，及びそれぞれの想定結果の同じ箇所を拡大した図（同図 C，
D）の比較を示したものである．使用した建物データについて，神奈川県が公表している被害想定
との比較を行うために，神奈川県の被害想定は神奈川県の建物データを，本研究の被害想定は本
研究の建物データを使用した（これ以前の想定では，建物データは全て本研究のデータを用いて
いる）．50 mメッシュの色分けは，250 mメッシュの凡例に準拠している．また，50 mメッシュ
は，250 m メッシュとの面積比が 25 倍の密度であるため，凡例も各数値の 25 分の 1 で色分けす
ることで，全壊棟数の色別判断を容易にできるよう配慮した．同図の結果から，両者の建物被害
分布は概ね一致することが見て取れる．しかし，同図の C，D に着目すると，同じ 250 m メッシ
ュ内であっても，50 mメッシュで見ると被害の集中する箇所があることがわかり，神奈川県の被
害想定と比べ，細密に建物被害を評価することができた． 
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図 5.18 想定地震における本研究と神奈川県の震度の相関図 
(A)    e = 5.69 (B)    e = 5.73
(A)    e = 5.87 (B)    e = 5.91
図 5.16 都心南部直下地震における震度分布の比較 
（A：本研究 B：神奈川県地震被害想定調査） 
図 5.17 三浦半島断層群の地震における震度分布の比較 
（A：本研究 B：神奈川県地震被害想定調査） 
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図 5.19 都心南部直下地震における 50 m メッシュと 250 m メッシュでの想定結果の比較 
(A) (B) 
(C) (D) 
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第6章 地震発生後の即時被害推定 
 
 1995年兵庫県南部地震では、災害の状況が地震直後には正確に把握できず、初動体制に遅れが
生じた．これを契機に即時被害情報の重要性が再認識され，以来，国や地方自治体による主種の
「リアルタイム地震防災システム」が構築されてきた（例えば，山崎，1997）35) ．そこで本研究
においても，地震発生直後の緊急対応における判断材料を提供することを目的として，逗子市内
に設置されている地震計（2.2 参照）からの強震記録に基づいて，即時に逗子市全域を最大 50 m
メッシュの解像度で震度，全壊棟数を評価し，推定結果をWeb上に公開するシステムを構築した． 
 
6.1 推定手法 
 
 2.2で述べたように，逗子市内の地表 5地点に常設地震計を設置し，強震観測を行っている．そ
のうち，軟弱地盤に設置している K1 観測点が最も揺れやすく，その結果強震記録が一番記録さ
れやすい地点である．さらに，K1観測点は携帯電話回線により常時安定的にデータ取得ができて
いる．そのため，K1で観測される加速度時刻歴データを基に，逗子市内全域を面的に被害推定す
るシステムを構築した．以下に推定手法の流れ，及び推定手法の概念図を図 6.1に示す． 
 
(1) 気象庁の方法 36) により，K1で観測された加速度時刻歴データから計測震度を算出する． 
(2) (1) で計算した計測震度から，極小微動アレイ探査によって算出した K1 観測点の震度増分を
減ずることで，工学的基盤上の計測震度を算出する． 
(3) 工学的基盤上の計測震度は地点に問わず一定であると仮定し，(2) で算出した工学的基盤上
の計測震度と，4.2，5.2.1で作成した逗子市全域の 50 mメッシュ毎の震度増分を足し合わせ
ることで，地表の計測震度を 50 mメッシュで評価する． 
(4) (3) で得られた地表の計測震度を用いて，5.3.2で述べた建物被害の想定手法に沿って 50 mメ
ッシュで全壊棟数を評価する（非木造建物における評価手法の詳細は後述する）． 
(5) WebGIS を用いて，(3)，(4) で得られた結果をWeb上に公開する． 
  
地表面
基盤面
＋各50mメッシュの
震度増分
地表計測震度
震度分布 全壊棟数分布
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基盤面での計測震度(K1)
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(3) 
図 6.1 即時被害推定手法の概念図 
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ここで，(1) で述べた，加速度時刻歴データから計測震度に変換する方法を以下に述べる． 
 
① 加速度記録 3成分（水平動 2成分，上下動 1成分）のそれぞれのフーリエ変換を求める． 
② 表 6.1 を参考に，地震波の周期による影響を補正する 3 種類のフィルターを掛ける．ただ
し，fは地震動の周波数（Hz），yは fに 1/10 を乗した値とする． 
 
表 6.1 フィルターの種類及び算式 
フィルターの種類 算式 
周期の効果を表すフィルター (1 / f) 0.5 
ハイカットフィルター (1 + 0.694y2 + 0.241y4 + 0.0557y6 + 0.009664y8 
+ 0.00134y10 + 0.000155y12) -0.5 
ローカットフィルター (1 – exp (– (f / 0.5)3 ) )0.5 
 
③ 逆フーリエ変換を行い，時刻歴の波形に戻す． 
④ 得られたフィルター処理済みの 3成分波形をベクトル的に合成する． 
⑤ ベクトル波形の絶対値がある値 a 以上となる時間の合計を計算したとき，これがちょうど
0.3秒となるような aを求める． 
⑥ ⑤で求めた aを，I = 2 log a + 0.94 により計測震度 Iを算出する．ただし，計算された Iの
小数第 3位を四捨五入し，小数第 2位を切り捨てたものを計測震度とする． 
 
 上記のようなデジタル処理によって計測震度を計算する．従来から用いられてきた，最大加速
度を震度に換算する河角（1943）37) の式との違いは，加速度記録に低周波数側を強調する②のよ
うなフィルターを施した上で，最大値そのものではなく 0.3 秒以上継続する値を使用する点であ
る． 
ここで，(4) で述べた，非木造建物の全壊棟数の評価手法について述べる． 
まず PGV（地表最大速度）の算出について，5.3.2では神奈川県と同様の手法で計算するために，
翠川ほか（1999）33) の関係式 (5.7) を用いて計測震度から PGVを算出したが，この関係式は高震
度域への適用性が十分に検証されていないことが指摘されている（藤本・翠川，2005）38) ．また，
兵庫県南部地震以降，強震観測網の整備・拡充により高震度の強震記録が得られてきており，藤
本・翠川 38) は，これらの強震記録を加えて計測震度と地震動強さ指標との関係について再評価を
行い，それにより下記の式を得ている． 
 
I = 2.165 + 2.262∙ log(PGV)  (I < 4) (6.1) 
I = 2.002 + 2.603∙ log(PGV) - 0.213∙ log(PGV)2  (I ≥ 4) (6.2) 
 
ここで I，PGVはそれぞれ，地表面の計測震度，最大速度である．本研究では，近年発生した地震
による多数の強震記録データで回帰された上記の式を採用し，PGV を算出することとした．ただ
し， (3) により評価した 50 m メッシュの地表計測震度の最小値が 4 未満の場合は式 (6.1) を，
最小値が 4以上の場合は式 (6.2) を採用した． 
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次に非木造建物の被害率について，5.3.2で述べた愛知県（2003）32) による被害率の式 (5.6) に
着目すると，PGV が 10 以下であった場合は真数が正の数をとらないため，全壊率を求めること
ができない．そのため，式 (6.1)，式 (6.2) によって推定した 50 m メッシュの PGV の最小値が
10以下であった場合は，全てのメッシュにおいて林・宮腰（1998）34) による手法（式 (5.8) ）を
適用した．各区分の分布関数のパラメータ（λ，ζ）を表 6.2に，得られる被害率曲線を図 6.2に示
す．ただし，PGVの最小値が 10より大きい場合は，階層別の違いを考慮している愛知県（2003）
32) による手法（式 (5.6) ）を採用した． 
 以上のように，木造建物における被害推定は想定地震と同様の手法をとり，非木造建物につい
ては地表面の計測震度と最大速度の最小値によって評価手法を変えることとし，地震発生時にこ
のような評価手法の場合分けを自動で処理できるよう，システム内に組み込んだ． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の (1)～(5) のデータ処理の流れをシステム化することで，K1 観測点に加速度時刻歴デー
タが記録された後，逗子市全域の被害推定を実施し，推定結果をWeb上に公開するまでの一連の
過程を自動化した．また，推定結果については，第 5 章で述べた被害想定と同様に地盤特性の評
価法を変化させ，それぞれの推定結果を一度に表示，閲覧できるシステムを組み込むことで，閲
覧者が容易に推定結果の比較をできるよう配慮した． 
 
  
表 6.2 非木造建物における分布関数のパラメータ 
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図 6.2 非木造の被害率曲線 
構造 年代 λ ζ
-1971 5.16 0.849
1972-81 5.40 0.710
1982- 5.58 0.551
-1981 4.80 0.644
1982- 5.44 0.576
RC造
S造
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6.2 推定手法の有効性の評価 
 
 即時被害推定を行うにあたって，即時性という面も重要であるが，当然推定精度の高さも重要
になる．そのため，過去に発生した強震記録を基に即時被害推定システムの有効性の評価を行っ
た．特に，規模が大きい地震に対しての推定精度の高さを検証するために，気象庁震度データベ
ース検索 39) を参考に，地方公共団体によって設置されている逗子市内の地震計で震度 3以上を記
録した地震を対象として実施した．ただし，K1観測点での波形が記録されていなかった地震につ
いては比較対象から外した．対象地震の震源リストを表 6.3に，震央分布図を図 6.3に示す． 
本システムの有効性の評価方法として，地震発生時に K2～K5 で観測された計測震度と，本シ
ステムによって推定したK2～K5での計測震度の相関について検討した．相関図を図 6.4に示す．
同図のRは相関係数，RMSEは二乗平均平方根誤差を示している．この結果から，相関係数が0.74，
RMSE が 0.35を得ることができ，観測震度と推定震度に十分な相関関係が得られた．また，同図
から観測された計測震度よりも本システムによって推定した計測震度が大きい値をとる傾向があ
ることが見てとれる．これについては詳細な原因は特定できてないが，少なからず近似式（式 
(5.4) ）や，逗子市全体の基盤面の計測震度を K1 観測点の基盤面の計測震度で統一していること
による誤差が影響しているものと考えられる．いずれにせよ，比較的高い相関関係を得ることが
できたことに加え，被害を過大評価する分にはさして問題ないと考え，本研究で開発した即時被
害推定システムは十分に実用可能であると判断した． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 6.3 対象地震の震源リスト 
深さ 
300 km～ 
0～30 km 
30～100 km 
100～300 km 
M6～ 
M7～ 
M5～ 
マグニチュード 
図 6.3 対象地震の震央分布 
緯度 経度
2011/03/15 22:31 静岡県東部 35.301 138.702 14 6.4 6強 3 K1～K3，K5
2015/05/30 20:23 小笠原諸島西方沖 27.852 140.669 682 8.1 5強 3 K1～K5
2005/07/23 16:34 千葉県北西部 35.569 140.134 73 6.0 5強 3 K1～K5
2018/07/07 20:23 千葉県東方沖 35.152 140.585 57 6.0 5弱 3 K1，K2，K4
2015/09/12 05:49 東京湾 35.551 139.819 57 5.2 5弱 3 K1～K3，K5
2012/07/03 11:31 千葉県南部 35.000 139.867 88 5.2 4 3 K1～K5
最大震度
逗子市桜山で
観測された震度
記録された
地震計
日時 震央地名 深さ [km] マグニチュード
震央位置
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6.3 推定結果 
 
 本研究で開発した即時被害推定システム
に，過去に K1 観測点で記録された加速度時
刻歴データを入力した際の被害推定結果に
ついて述べる．ここでは，2011 年 3 月 15 日
に静岡県東部で発生したM6.4の地震（表 6.3
参照）を対象として，臨時地震観測と極小微
動アレイ探査による被害推定を実施した．気
象庁によると，この地震における逗子市桜山
に設置された地震計は震度 3を記録した（図 
6.5）．本研究で推定した震度分布（図 6.6A）
と比較したところ，桜山に設置された地震計
による震度と，地震計が位置するメッシュで
の推定震度は一致したものの，市内の軟弱地盤が構成されている地域では震度 4 と推定されたメ
ッシュが多く存在した．このことから，1.1でも述べたように，地震計による震度情報はその市を
代表するものではなく，市内の地震計 1 つだけの情報では細密に被害を推定する上で不十分であ
ることが明らかになった．また，建物被害推定結果（図 6.6B）については，逗子市全域において
推定全壊棟数（全壊棟数の値を四捨五入した整数値）は 0 棟であり，実際にこの地震での被害の
情報はなかった．このように，実地震においても震源の情報を必要とせず，K1観測点の加速度時
刻歴データを用いて即時的に被害を推定することができ，地震が起きるたびにWeb上で推定結果
を把握することができる．また，即時被害推定を行う上で，地震発生後，迅速に被害の推定を実
施することが求められるが，10 分程度で Web 上に震度分布及び全壊棟数分布を公開することが
できた． 
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図 6.4 観測震度と推定震度の相関図 
R = 0.74 
RMSE = 0.35 
図 6.5 気象庁震度データベースによる震度分布 
（気象庁震度データベース検索より引用）39)  
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図 6.6 臨時地震観測と極小微動アレイ探査による即時被害推定結果 
（A：震度分布 B：全壊棟数分布） 
 
(A)
(B)
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第7章 結論 
 
7.1 まとめ 
 
 本研究では，神川県逗子市を対象として，50 mメッシュというきめ細かさで地盤特性を推定し，
その結果を踏まえた詳細で細密な想定地震における地震被害想定及び地震発生直後の即時被害推
定システムの開発を実施した． 
 極小微動アレイ探査による解析結果から，マクロに見ると，南北の丘陵付近では増幅率が小さ
く，逆に河川流域の軟弱な沖積層においては比較的増幅率が大きい値を示し，地域ごとに揺れや
すさの特徴があることがわかった．しかし，ミクロに見ていくと，比較的揺れにくい地域に揺れ
やすい観測点が点在しているなど，地形の情報のみでは地盤の特性を評価する上で不十分である
ことわかり，逗子市においては狭い範囲で地盤増幅特性が大きく変化することが明らかになった．
また，極小微動アレイ探査の有効性の評価を検討した結果，極小微動アレイ探査の結果が空間的
に 50 m 程度の範囲の地盤特性を代表していることがわかった．この結果を踏まえ，Kriging 法に
より，臨時地震観測と極小微動アレイ探査の観測データを基に内挿解析を行い，50 mメッシュで
評価した地盤増幅特性の結果を用いて想定地震における地震被害想定及び地震発生直後の即時被
害推定を実施した．本研究と神奈川県の被害想定結果を比較したところ，両者の結果は比較的よ
く一致することが明らかになったが，ミクロに見ると被害に違いが見られ，本研究の有意性が得
られた．即時被害推定については，K1地点に加速度時刻歴データが記録された後，逗子市内全域
の被害を即時に推定するシステムを開発することができた．また，開発したシステムの有効性の
評価を実施した結果，観測震度と推定震度に十分な相関関係が見られ，本研究で開発した即時被
害推定システムは十分に実用可能であることがわかった． 
 
7.2 今後の課題 
 
 3.4.2でも述べたとおり，分散曲線の読み取りが波長 40 mに満たない場合は外挿して AVS30を
推定したが，この方法では，地点によっては大きな誤差が生じる可能性があり，厳密に地盤特性
を推定することができない．そのため，波長 40 mまで読み取ることができなかった分散データに
ついては，高分解能の逆解析により S波速度構造を算出し，AVS30を推定する方法が一番合理的
であると考えられる． 
 全国の地震観測点は，市区町村単位でせいぜい 1 点から数地点であることがほとんどであり，
そのような地域においては，本研究で開発した，1つの地震計から市内全域を，面的に被害推定を
実施するシステムは非常に有効であると考えられる．しかし，2.2でも触れたように，逗子市内に
は計 5 つの常設地震計が設置されており，地震が発生した際には 5 地点から実データを入手する
ことができる．そのため，K1のみならず，5つの観測データを全て入力データとして用いること
で，より精度の高い被害推定を実施することができると考えられる．そのことに加え，地震が発
生しても，地震計によって加速度記録が観測されないことは多々ある（表 6.3 参照）．そのよう
な問題が発生した際の対処法についても今後検討していく必要があると考えられる．
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付録（分散曲線） 
 
 極小微動アレイ探査を実施した全観測点のうち，妥当な分散曲線が得られ，データとして使用
した地点について以下に地点ごとの分散曲線を示す．妥当な分散曲線が得られなかった地点の一
部については，同じメッシュ内の異なる場所で観測を実施した．その場合の観測点の地点 No. に
は小数点を与えている（例えば No. 3.1）．中には，地点 No. 133・133.1，140・140.1のように同
じメッシュ内の異なる場所で観測を実施し，両者ともデータとして使用した地点もある．地点 No. 
153 について，ノイズ補正後の極小アレイの位相速度（水色クロス）のばらつきが大きいため，ノ
イズ補正前の極小アレイの位相速度（黄色クロス）を読み取った．下図はデータとして使用した
地点の観測点地図である． 
妥当な分散曲線が得られなかった地点について，詳細な原因は特定できていない．観測の際に
何らかの要因で，解析で排除しきれない大きなノイズが入ったことや，反対に微動源が少ないた
め，解析に十分な波形データを取ることができなかったことなどが考えられる． 
 
 
図 観測点地図 
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